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現  行 改 正 後 

Ⅲ．監督上の評価項目と諸手続（共通編） 

Ⅲ－１ 経営管理（共通編） 

市場が健全な発展を実現していくためには、金融商品取引業者自らが法令

等遵守態勢の整備等に努め、投資者保護に欠けることのないよう経営を行う

ことが重要である。日常の監督事務においては、金融商品取引業者の業務執

行に対する経営陣の監督が有効に機能しているか、経営陣に対する監視統制

が有効に機能しているかといった観点から、望ましいと考えられる金融商品

取引業者の経営管理のあり方について検証していく必要がある。 

（１）主な着眼点 

金融商品取引業者の経営管理が有効に機能するためには、金融商品取引

業者の全役職員が、金融商品取引業者が金融商品市場の担い手として重大

な社会的責任を有することを認識した上で、自らに与えられた役割を十分

理解しその業務運営に参画していくことが必要である。その中でも特に、

代表取締役、取締役・取締役会、監査役・監査役会、内部監査部門の担う

責務は重要である。 

代表取締役が、金融商品取引業者を代表する権限を付与された取締役と

して、金融商品取引業者の経営の最高責任を担うことは言うまでもない。

取締役会は、金融商品取引業者の経営の最高意思決定機関として、業務執

行の具体的な決定を行う権限を有するとともに、代表取締役や担当取締役

の行う業務執行を監視し独断的経営を抑止する機能を併せ持つ。監査役・

監査役会は、上記のような金融商品取引業者の経営上重要な責務を有する

取締役等の業務執行を監査するための広範かつ強力な権限を付託されてお

り、経営監視において重要な職責を有する。 

Ⅲ．監督上の評価項目と諸手続（共通編） 

Ⅲ－１ 経営管理（共通編） 

市場が健全な発展を実現していくためには、金融商品取引業者自らが法令

等遵守態勢の整備等に努め、投資者保護に欠けることのないよう経営を行う

ことが重要である。日常の監督事務においては、金融商品取引業者の業務執

行に対する経営陣の監督が有効に機能しているか、経営陣に対する監視統制

が有効に機能しているかといった観点から、望ましいと考えられる金融商品

取引業者の経営管理のあり方について検証していく必要がある。 

（１）主な着眼点 

金融商品取引業者の経営管理が有効に機能するためには、金融商品取引

業者の全役職員が、金融商品取引業者が金融商品市場の担い手として重大

な社会的責任を有することを認識した上で、自らに与えられた役割を十分

理解しその業務運営に参画していくことが必要である。その中でも特に、

代表取締役、取締役・取締役会、監査役・監査役会、内部監査部門の担う

責務は重要である。 

代表取締役が、金融商品取引業者を代表する権限を付与された取締役と

して、金融商品取引業者の経営の最高責任を担うことは言うまでもない。

取締役会は、金融商品取引業者の経営の最高意思決定機関として、業務執

行の具体的な決定を行う権限を有するとともに、代表取締役や担当取締役

の行う業務執行を監視し独断的経営を抑止する機能を併せ持つ。監査役・

監査役会は、上記のような金融商品取引業者の経営上重要な責務を有する

取締役等の業務執行を監査するための広範かつ強力な権限を付託されてお

り、経営監視において重要な職責を有する。 
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 （新設） 

このように、金融商品取引業者の経営にとって重大な役割を果たすべき

代表取締役、取締役・取締役会、監査役・監査役会が、その機能を適切に

発揮し、与えられた責務を全うしているかどうかを、例えば以下の点に留

意して検証することとする。 

（注） （略） 

①～⑤ （略） 

さらに、上場会社は、平成 26年の会社法改正及び金融商品取引所の規程

において、社外取締役の確保について規定されているほか、同規程におい

ては、コーポレートガバナンス・コードを尊重してコーポレート・ガバナ

ンスの充実に取り組むよう努めることとされており、非上場会社に比べ、

より高い水準の経営管理（ガバナンス）が要求されている。 

こうしたことから、上場会社である金融商品取引業者の経営管理態勢の

モニタリングにおいては、コーポレートガバナンス・コードの各原則にお

いて求められている水準の経営管理態勢を構築するに当たり、コーポレー

トガバナンス・コードに則って、適切に取組みを進めているかに留意し、

その機能が適切に発揮されているかどうかを検証することとする。 

なお、親会社が上場会社である金融商品取引業者については、その経営

管理の検証に必要な範囲内で、コーポレートガバナンス・コードへの取組

状況を含め親会社の経営管理態勢を確認するものとする。 

（注）コーポレートガバナンス・コードは、いわゆる「プリンシプルベー

ス・アプローチ」（原則主義）、及び「コンプライ・オア・エクスプレ

イン」（原則を実施するか、実施しない場合には、その理由を説明する

か）の手法を採用していることに留意することとする。 

   なお、各上場市場においてコーポレートガバナンス・コードの各原

則の適用範囲が定められていることに留意することとする。 

上記を踏まえ、金融商品取引業者の経営にとって重大な役割を果たすべ

き代表取締役、取締役・取締役会、監査役・監査役会が、その機能を適切

に発揮し、与えられた責務を全うしているかどうかを、例えば以下の点に

留意して検証することとする。 

（注） （略） 

  ①～⑤ （略） 
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（２） （略） 

（中略） 

Ⅳ．監督上の評価項目と諸手続（第一種金融商品取引業）

Ⅳ－５ 指定親会社グループについて 

Ⅳ－５－１ 経営管理 

指定親会社グループの経営管理については、以下の点にも留意するものと

する。 

①～⑥ （略） 

（２） （略） 

（中略） 

Ⅳ．監督上の評価項目と諸手続（第一種金融商品取引業）

Ⅳ－５ 指定親会社グループについて 

Ⅳ－５－１ 経営管理 

指定親会社グループの経営管理については、Ⅲ－１のほか、以下の点にも

留意するものとする。 

①～⑥ （略） 


